
１． 大分県地域環境保全基金の残高等

②

③

④

⑤

⑥

２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

保有割合の算定根拠　

運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額）　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 国庫補助金相当額の国庫返還の可否（運用型はすべて、取崩型は２．保有割合が１以上の場合に限る。）

⑪

⑫

⑬

⑭

４． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 22,702,541 22,702,541 100% 23,043,365 92,250,095

2 943,300 17,000 926,300 66% 1,645,750 4,937,250

3 22,094,000 19,480,000 2,614,000 87% 3,028,800 9,086,400

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

45,739,841 19,497,000 26,242,841 27,717,915 106,273,745

５．基金事業の目標に対する達成度

達 成 度 100%

成果指標

大分県における温室効果ガス排出量について、２０２７年度までに３４，０３１千ｔ-ＣＯ２（以下）を達成する。
達成後は、当該実績の維持を目標とする。（性質上数値の増減があるため）

成果実績 ２９，９８９千ｔ-ＣＯ２（以下）

目 標 値 ３４，０３１千ｔ-ＣＯ２（以下）

合　　　計

事業費
（終了まで）

地域気候変動対策推進事業

生物多様性保全推進事業

大分県少年の船運航事業

返還が困難である理由 -

番号 事業名
事業費

備考 達成度
事業費

（次年度）

使用見込額を上回る資金の国庫補助金相当額
の国庫返還の可否

(可否を選択してください)

返還可能額 -

返還時期 -

事業費（次年度から終了年度までの見込額） 106,273,745

保有割合 0.999 =（⑧／⑨）

次年度の基金類型 取崩型 金額（単位:円） 備考

基金残高 106,273,444

⑦

基金残高 106,273,444 （＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

内訳

うち、国費相当額 53,136,722

うち、地方負担相当額 53,136,722

うち、負担附寄附金等

返納額 0

基金執行額（処分額） 26,242,841 内訳は下表のとおり

その他収入

負担附寄附金等

基金運用益 445,186

うち、負担附寄附金等

（別紙）

金額（単位:円） 備　考

①

基金総額（前年度末基金残高） 132,071,099

内訳

うち、国費相当額 66,035,549

うち、地方負担相当額 66,035,550



事業番号 １

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．事業内容等

【目的】
　2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向け、家庭・業務・運輸部門における緩和策を強化するとともに、気候変動への適応策
に取り組む。
　また、各部門におけるＣＯ２排出量削減のため、県民に対する節電・省エネの意識啓発や取組を推進する。

【令和６年度目標値】
　県内の温室効果ガス排出量　３８，８４１千ｔ－ＣＯ２以下
【令和６年度実績値（令和４年度実績）】
　県内の温室効果ガス排出量（吸収量含む）　　２８，０８５千ｔ－ＣＯ２
　　　　　　　　　　　　　（吸収量含まない）２９，９８９千ｔ－ＣＯ２

　地球温暖化防止に関する県民の意識を高めるため、家庭部門対策として家庭向け省エネ診断や環境アプリを活用した家庭
での省エネ行動の促進、太陽光発電設備等の共同購入による再生可能エネルギーの普及拡大等、運輸部門としエコドライブ
の講義を実施する。
　あわせて、夏場の電力抑制と県民への普及啓発を目的に、緑のカーテンの設置を行う。

　地球温暖化対策の推進に関する法律、第５期大分県地球温暖化対策実行計画

（１）家庭部門対策【15,161千円（うち基金充当額：15,161千円）】
　家庭でできる省エネ・節電セミナーの開催（１回）、家庭でのエネルギーの見える化を促す家庭向けエコ診断（１２２
件）等を実施し、家庭から排出されるＣＯ２を削減を促進した。
　また、九州各県で一体となって、家庭や地域でのＣＯ２排出量を削減することを目的に開発した「九州エコファミリー応
援アプリ」の普及を図り、日常生活における省エネ行動を促進するともに、太陽光発電設備等の共同購入による再生可能エ
ネルギーの普及拡大も図った。
　加えて、県内の学生を対象に「大分県地球温暖化防止活動学生推進員」を任命し、地域の若年層を中心に、身近なエコ活
動等の地球温暖化対策について普及啓発活動を行った。

（２）運輸部門対策【180千円（うち基金充当額：180千円）】
　エコ＆セーフティドライブの推進を図るため、事業所の安全運転管理者講習（２４地区・約４，３３０人）等でエコドラ
イブの講義を行うとともに、県下２４箇所の指定教習所にチラシを配布し、新規免許取得予定者への啓発を行った。

（３）気候変動適応策の普及【1,655千円（うち基金充当額：1,655千円）】
進む気候変動に県民が適応できるよう、大分県気候変動適応センターによるセンター通信の発行や、具体的な適応策の啓発
を行うための動画作成を行った。

（４）省エネ対策・美化活動【5,706千円（うち基金充当額：5,706千円）】
　夏場の電力抑制と県民への普及啓発を目的に、緑のカーテンの設置を行った。
　また、九州各県合同の学生によるクリーンアップ活動の実施や地域住民による環境保全団体に対して清掃用具の配布等美
化活動の支援を行った。

事 項 名
（１）家庭部門対策、（２）運輸部門対策、（３）気候変動適応策の普及（４）省エネ
対策・美化活動 開始年度 令和３年度

担当部署 大分県生活環境部環境政策課 終了年度 令和９年度

令和６年度 事業報告書

事 業 名 地域気候変動対策推進事業 新規・継続区分 継続



事業番号 2

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．事業内容等

【目的】
　豊かな自然の基盤である生物多様性を保全するため、令和５年度に策定した「第３次生物多様性おおいた県戦略(2024-
2030)」に基づき、各種保全施策を実施するとともに、豊かな生態系が残る地域の保全の推進や情報発信の強化等により、持
続可能な自然保護の推進を図る。

【目標（値）】
　ＮＰＯとの協働による生物多様性保全活動の実施件数　１００件

【実績値】
　令和６年度：８５件

・地域の自然や生物多様性の重要性に関する地域住民の理解を促進するため、「おおいたの重要な自然共生地域」として選
定された地域等へのアドバイザー派遣や選定地域を周知する看板設置、また、特定外来生物防除対策用チラシの作成・配布
による啓発を行う。

・生物多様性基本法、生物多様性地域連携促進法
・特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（外来生物法）
・第３次生物多様性おおいた県戦略

生物多様性保全推進事業　【９４３千円（うち基金充当額９２６千円）】

（１）特定外来生物防除対策
　・特定外来生物の防除対策啓発用チラシを作成、配布した（５，０００部）。

（２）積極的な保護施策の推進
　・「おおいたの重要な自然共生地域」として選定された地域等について、保全・啓発活動に係るアドバイザーの
　　派遣や、当該地域の特徴や動植物などの情報を周知する看板を設置し（３か所）、地域住民や来訪客の
　　自然への関心・意識を高めた。

事 項 名 （１）特定外来生物防除対策（２）積極的な保護施策の推進 開始年度 平成３０年度

担当部署 大分県生活環境部自然保護推進室 終了年度 令和９年度

令和６年度 事業報告書

事 業 名 生物多様性保全推進事業 新規・継続区分 継続



事業番号 3

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．事業内容等

  大分県の明日を担う青少年の健全な育成を図るため少年の船を運航し、学校や家庭では体験できない船内外での研修及び
集団生活を通じて、青少年の社会性を養いながら、生きる力を育む。
　
　【目標値】
　　当該事業における環境教育受講者数　２８５名

　【実績値】
　　当該事業における環境教育受講者数　２８２名

  大分や沖縄の自然・環境について学ぶことにより、環境保全について高い意識を持つ青少年の育成を図る。

第４５回大分県少年の船運航事業　　   【２２，０９４千円（うち基金充当額：２，６１４千円）】
    実施主体：大分県、大分県教育委員会、大分県青少年団体連絡協議会
　　訪 問 先：沖縄県
　　日　　程：令和６年８月２日（金）～５日（月）　（３泊４日）
　　参加人数：２８２名
    学習内容：大分県や沖縄本島の自然・環境について現地において学習した。

事 項 名 大分県少年の船運航事業 開始年度 平成２５年度

担当部署 大分県生活環境部生活環境企画課 終了年度 令和９年度

令和６年度 事業報告書

事 業 名 大分県少年の船運航事業 新規・継続区分 継続


